
 

 

【請願団体を差別する議員に憤る！】 
 新婦人江南支部は、少人数学級を推進してほしいと国に意見

書提出を求める請願を市議会に提出しましたが、否決されました。 

同じ内容の請願書が教員組合から出されていましたが、教員組

合は教員の立場で、私たちは、地域の保護者の立場で提出したに

もかかわらず、「同じ内容ですでに１本可決しているので、採択の

必要はない」「国もすでに推進する方針を出しているので、もう１

本意見書を出す必要はない」という理由を述べて反対されました。 

同じ内容の請願が２本提出されたなら、両方採択して、意見書

を１本にまとめるという方法もあったと思います。この様子を目

の当たりにして、内容ではなく『誰が提出したか』によって、判

断されたのではと思わざるを得ませんでした。 

公平さに欠ける判断で、物事が決められている市議会を非常に

残念だと思いました。(意見陳述した市民より) 
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９月定例会は、最終日25日を残すのみです。最終日には、463

号でお知らせした布袋駅東複合公共施設の契約締結のほか、一般

会計補正予算など計6議案が追加上程されます。 

補正予算には、65歳以上の高齢者のインフルエンザ予防接種を

無料 (愛知県が現在の自己負担1人1,200円を助成) とする予

９月定例会の報告 

 

 

 9月定例会には、少人数学級の実現を求め

る同趣旨の請願を2団体が提出し、ともに

17日の厚生文教委員会で審議されました。 

尾北地区教職員組合の請願書は全員賛成で

採択されましたが、新日本婦人の会江南支部

が提出した「国の責任による少人数学級の推

算、住民票等のコンビニ交付の実証実験を行う予算が含まれま

す。 

布袋駅東複合公共施設の契約可決後には、施設の設計委託

料、施設周辺に公共用10台分の駐車場を市が借地で確保する

補正予算がさらに追加上程される予定です。（詳細は後日に) 

 
 

2021年度から2023年度の3年間を計画期間とする第8期介護保

険事業計画及び高齢者福祉計画の策定が急ピッチで進んでいます。12

月下旬にパブリックコメントの実施、来年の3月議会には介護保険料を

改定（値上げ？)する条例案が提案されます。このテーマを取り上げた掛

布まち子議員の一般質問の概要を紹介します。 

 

●約8億円にも積みあがった介護準備基金を投入し、高すぎる

介護保険料の引き下げを 

 「国の指針にもとづき、2040年も見据えた中長期的見通しで取り

崩しを検討する」と答弁。全額取り崩す方針ではありませんでした。 

●市独自の、低所得者むけヘルパー利用料半額減免の継続を 

 「全額市費での減免であり、ヘルパー利用者に限定した減免は今後検

討が必要」とスクラップ＆ビルドで見直しする方向を示しました。 

進を求める請願書」(紹介議員は山としひろ議員と三輪、掛布の党議

員団計3人)はなんと不採択に。 

 教職員組合の請願は、昨年の９月定例会提出時とほとんど同じ内

容でした。新婦人の請願は、子ども達の学力保障や教職員の負担軽

減は勿論、特にコロナ対策で3密を避けるためにどうしても少人数

学級が必要との内容で、意見陳述もされ、傍聴者も審議を熱心に見

守りました。 

しかし委員会では「同じような内容の請願２つはいらない。」「20

人程度がよいとの検証ができていない。」「少人数学級に反対の保護

者もいる」など矛盾に満ちた理屈にならない反対理由により、賛成

２反対４で不採択となってしまいました。 

●特養ホームの待機者数を明確にし、待機ゼロの整備計画を 

「県調査では江南市民の要介護3以上の特養待機者(在宅者)は46

人。中長期を見据え過不足のない整備を検討する」との答弁でした。 

 

●総合事業の緩和型A、住民主体型Bへの移行促進を止め、

要支援者の希望にもとづき、従前相当サービス利用の保障を 

「要介護になっても住み慣れた地域で、 

自分らしい暮らしを続けられるよう、 

地域包括ケアシステムの深化促進が重要。 

総合事業はより重要な役割を果たす」と 

答弁。「保険あって介護なし」をすすめる 

国方針に沿った見解でした。 

● 介護人材不足への対応、圧倒的に希望が多い「高齢者の外 

出支援に配慮した公共交通機関の整備」への対応も質しました。 
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